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資料：全国都道府県市町村別面積調（平成15年）





（新市の人口58,965人を1とした場合）

資料：住民基本台帳

（平成16年1月1日現在）

資料：国勢調査



資料：国勢調査

資料：国勢調査

資料：国勢調査（総数は年齢不詳を含む）



資料：国勢調査（総数は分類不能を含む）



資料：農業センサス

（新市の産出額8,640百万円を１とした場合）

※農業産出額とは、最終生産物

の生産額を表す。なお、中間

生産物を除く。

資料：栃木県農林水産統計年報（平成14年）



資料：工業統計調査

（新市の製造品出荷額等1,702億円を１とした場合）

資料：工業統計調査

（平成14年）

※製造品出荷額等とは、１年間

における製造品出荷額、加工

賃収入額、修理料収入額及び

その他の収入額の合計。
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（新市の卸・小売年間販売額756億円を１とした場合）

資料：商業統計調査

（平成14年）

資料：商業統計調査
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施策評価については各項目の回答数の加重平均により、重点施策については回答率

40％を100点に読み替えてグラフを作成。







資料：平成12年までは国勢調査、以降は推計



資料：平成12年までは国勢調査（総数は年齢不詳を含む）、以降は推計

資料：平成12年までは国勢調査（総数は分類不能を含む）、以降は推計
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Ⅹ 財政計画

新市における財政計画は、合併年度を含む平成 17年度から平成 32年度までの 16年間につ

いて、歳入・歳出の項目別の過去の実績を基礎として、合併に係る特例措置、経費の削減等

を見込み普通会計 #1ベースで策定しています。

計上された事業については、合併後、緊急性・必要性・効果等を勘案して策定される実施

計画に従い、限られた財源の中で効率的かつ効果的な実施を図っていくものです。

なお、平成 17 年度から平成 24 年度までの数値は、それぞれの年度の決算値であり、平成

25年度から平成 32年度までは、以下のとおり算定しています。

項目ごとの主な内容は次のとおりです。

１ 歳 入

（１）地方税

過去の実績・経済動向・人口や納税者数の推移を踏まえ、現行税制度を基本に

推計しています。

（２）地方交付税

普通交付税については、普通交付税の算定の特例（合併算定替）と合併特例債

償還額の普通交付税算入分を見込んで推計しています。

（３）分担金・負担金、使用料・手数料

過去の実績を踏まえ、概ね現状で推移するものとして推計しています。

（４）国庫支出金、県支出金

国・県負担金については、過去の実績を踏まえ扶助費の伸び率を勘案し推計し

ています。

また、国・県補助金については、過去の実績を踏まえ予定されている普通建設

事業費をもとに推計しています。

（５）繰入金

市債償還や年度間の財源調整として、財政調整基金及び減債基金等からの繰入

金を見込んで推計しています。

（６）地方債

後年度負担に配慮して新市建設事業に伴う合併特例債を発行限度額内で有効活

用を図ります。また、臨時財政対策債については、減額を見込んで推計していま

す。
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２ 歳 出

（１）人件費

退職者の補充抑制による一般職員の削減を見込んで推計しています。

（２）物件費

過去の実績を踏まえるとともに、行財政改革に伴う削減効果と、新規施設の維

持管理費を見込んで推計しています。

（３）扶助費

過去の実績を踏まえるとともに、年少及び高齢者人口の伸び率等を勘案し、推

計しています。

（４）公債費

既発行分の償還見込み額に加えて、平成 25年度以降の発行によって生じる償還

見込み額を勘案し推計しています。

（５）繰出金

過去の実績を踏まえるとともに、介護保険及び後期高齢者特別会計は、被保険

者人口の増加を見込んで推計しています。

（６）投資的経費

財政運営の健全性確保を前提に、財政指標並びに基金残高等を勘案し、後年度

収支バランスに配慮するため、普通建設事業の選択と集中による事業を見込んで

推計しています。



52

【歳 入】                                  

区    分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度

地方税 #2 8,425 8,593 9,270 9,348 9,121 8,925 9,134 9,124

地方譲与税 #3 526 689 316 305 286 279 272 256

利子割交付金等 #4 113 107 119 86 73 70 68 68

地方消費税交付金 #5 515 537 533 500 530 529 537 541

ゴルフ場利用税交付金 #6 1 1 1 1 1 1 1 1

自動車取得税交付金 #7 196 185 187 156 98 83 62 88

地方特例交付金 #8 302 229 54 103 111 114 104 36

地方交付税 #9 2,355 2,803 2,955 2,995 2,970 3,327 3,736 3,819

交通安全対策特別交付金 #10 12 13 14 12 11 11 10 10

分担金・負担金 #11 104 216 212 194 195 236 196 212

使用料及び手数料 #12 349 222 217 204 201 201 213 293

国庫支出金 #13 914 948 2,043 1,427 3,222 2,697 2,293 2,235

県支出金 #14 1,020 940 1,074 901 859 1,101 1,134 1,202

財産収入 #15 229 83 63 63 86 67 95 84

繰入金 #16 2,558 936 544 952 318 117 248 205

繰越金 #31 920 753 1,384 1,048 1,006 1,101 1,200 1,434

諸収入 #17 163 253 242 293 388 549 532 547

地方債 #18 990 2,560 1,230 1,230 1,877 2,577 2,463 2,617

歳入合計 19,692 20,068 20,458 19,818 21,353 21,985 22,298 22,772

【歳 出】                                  

区    分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度

人件費 #19 3,664 3,457 3,562 3,620 3,594 3,578 3,597 3,537

物件費 #20 2,488 2,689 2,833 2,689 2,836 3,081 3,098 3,015

維持補修費 #21 146 150 119 128 108 115 89 107

扶助費 #22 1,018 1,374 1,492 1,609 1,788 2,694 2,841 2,797

補助費等 #23 2,170 1,933 2,018 2,434 3,466 2,468 2,470 2,377

公債費 #24 2,302 2,258 2,272 2,238 2,208 1,917 2,150 2,380

債務負担行為に伴う償還金 #25 171 172 173 167 166 166 166 144

積立金 #26 1,529 1,829 1,092 507 769 946 1,446 1,508

投資・出資 #27、貸付金 #28 85 131 162 209 317 498 455 465

繰出金 #29 1,944 2,601 2,627 2,833 1,997 2,004 1,901 2,081

投資的経費 #30 3,421 2,092 2,392 2,378 3,003 3,318 2,651 3,058

予備費 #32 0 0 0 0 0 0 0 0

歳出合計 18,938 18,686 18,742 18,812 20,252 20,785 20,864 21,469



53

                            （単位：百万円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度

8,810 8,772 8,604 8,567 8,530 8,367 8,331 8,296

256 256 256 256 256 256 256 256

68 68 68 68 68 68 68 68

541 541 541 541 541 541 541 541

1 1 1 1 1 1 1 1

88 88 88 88 88 88 88 88

36 36 36 36 36 36 36 36

3,346 3,369 3,390 3,270 3,033 2,775 2,511 2,223

10 10 10 10 10 10 10 10

212 212 212 214 214 214 214 214

213 213 213 223 223 223 223 223

2,712 2,115 2,093 2,072 2,078 2,084 2,090 2,096

989 991 993 995 997 999 1,001 1,003

84 84 84 84 84 84 84 84

167 167 167 289 716 1,162 1,442 1,566

446 600 600 600 600 600 600 600

547 547 547 547 547 547 547 547

4,516 4,749 4,362 2,444 2,302 2,257 2,215 2,174

23,042 22,819 22,265 20,305 20,324 20,312 20,258 20,026

                            （単位：百万円）

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度

3,467 3,398 3,331 3,265 3,200 3,136 3,074 3,013

3,010 2,999 2,985 3,051 3,014 2,978 2,943 2,909

107 107 107 107 107 107 107 107

2,807 2,818 2,829 2,840 2,851 2,862 2,874 2,886

2,366 2,355 2,344 2,333 2,322 2,311 2,300 2,289

2,380 2,669 2,857 3,110 3,345 3,440 3,543 3,426

109 109 108 105 91 84 23 2

454 853 540 350 350 350 350 350

465 465 465 465 465 465 465 465

2,356 2,189 2,223 2,198 2,198 2,198 2,198 2,198

5,491 4,827 4,446 2,451 2,351 2,351 2,351 2,351

30 30 30 30 30 30 30 30

23,042 22,819 22,265 20,305 20,324 20,312 20,258 20,026
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用 語 の 解 説

※１ グリーンツーリズム

緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々との交流を

楽しむ滞在型の余暇活動や、農山漁村で楽しむゆとりある休暇のこと

です。

※２ コーホート変化率法

あるコーホート（同時出生集団）の一定期間における人口の変化率

に着目し、その変化率が対象地域の年齢別人口変化の特徴であり、将

来にわたって維持されるものと仮定して、将来人口を算出する方法で

す。

※３ コミュニティビジネス

地域（コミュニティ）の労働力、知識、技術など地域内に存在する

経営資源を活用して行う小規模ビジネスで、地域住民や当事者が自発

的に地域や自らの課題解決に取り組み、ビジネスとして成立させてい

くものです。

介護サービス、家事サービス、子育て支援、まちづくり、文化の継

承・創造、国際交流、環境、エネルギー、リサイクルの推進などの分

野での起業・創業が期待されます。

※４ 協働
共通の目的の実現のために、それぞれが自らの役割を自覚し、責任

を共有し、連携して取り組むことです。

※５ ユニバーサルデザイン

年齢や性別、身体的能力など人々の様々な特性や違いを超えて、す

べての人が利用しやすい、すべての人に配慮したまちづくりやものづ

くり、しくみづくりを行うという考え方です。

※６ 緑の基本計画

平成６年の都市緑地保全法の改正に伴い新設された制度です。具体

的には都市公園の整備など都市計画に基づく緑地の保全と創出だけ

でなく、それ以外の公共施設や民有地の緑化、普及啓発活動まで幅広

い施策を、総合的かつ系統的に策定する計画です。

※７ 都市計画マスタープラン

全市的なまちづくりを含む行政計画は、総合計画にその基本構想が

示されていますが、都市計画マスタープランは、都市計画やまちづく

りの分野について、概ね１０年～２０年後の都市の将来像や、その将

来像を実現していくためのまちづくり方針を定めるものです。

※８ 地域版健康日本２１

平成１２年３月３１日に厚生省事務次官通知等により、健康寿命の

延伸等を実現するために、2010年度を目途とした国民健康づくり

運動として「健康日本２１」が開始されました。

運動を効果的に推進するために、各地域等において、住民、関係機

関及び関係団体等の参加を得て、地域等の実情に応じた健康づくりの

推進に関する具体的な計画が策定される必要があり、新市においても

地域版健康日本２１を策定し、健康づくり運動を推進するものです。

※９ 地下水のかん養

河川等の地表水が地中へ浸透し帯水層に供給されることをいいま

す。都市化により地中への浸透量が減少したり、地下水の揚水量がか

ん養量を上回ることで地下水位低下が起こり、地盤沈下、井戸の枯渇、

地下水塩水化等の問題が生じます。

※１０ ＮＰＯ
通常は「民間非営利組織」と呼ばれており、継続的、自発的に社会

貢献活動を行う営利を目的としない団体の総称です。

※１１ シティセールス

新市内にある地域資源の発掘や潜在能力を掘り起こし、企業等の誘

致促進、観光振興等を目的として、会議、展示会やイベントの開催、

国内外への広報などを通じ、市を PR する活動です。

※１２ パブリックコメント

住民参画の手法の一つであり、市の基本的な施策等を決定する過程

において、その施策等の案を広く住民に公表し、これに対して住民か

ら提出された意見等の概要及びこれに対する市の考え方等を公表す

るとともに、その住民から提出された意見等を考慮して当該施策等の

案の決定を行う一連の意見募集に関する手続をいいます。



55

用 語 の 解 説 （財 政 計 画）

＃１ 普通会計

個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている等のため、

財政比較や統一的な掌握が困難なことから地方財政統計上統一的に

用いられる会計区分で、公営事業会計を除く残りの会計をまとめたも

ので、一般会計に近いものです。（公営事業会計＝上・下水道、国民

健康保険、老人保健、介護保険、農業集落排水など）

＃２ 地方税

租税のうち、地方公共団体が課税権の主体であるもので、地方税法

の定めによるところによって税を課税・徴収することができます。市

町村民税（個人・法人）、固定資産税、たばこ税など。また、国の三

位一体の改革による税源移譲分も見込んでいます。

＃３ 地方譲与税

国税として徴収され、それが法令に定める配分基準によって、地方

公共団体に譲与されるものです。所得譲与税、自動車重量譲与税、地

方道路譲与税などがあります。

＃４ 利子割交付金等

利子課税２０％の内の５％の利子割の一部が個人県民税の収入率

の割合で県から市町村に交付されるものです。

同じように、課税額の一部が個人県民税の収入率の割合で県から市

町村に交付される配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金や国が所有

する自衛隊の基地施設に供する固定資産について交付される国有提

供施設等所在市町村助成交付金を含みます。

＃５ 地方消費税交付金

県税の地方消費税収入額のうち、本来、市町村分と考えられる額、

すなわち清算後の地方消費税の２分の１に該当する額が、市町村に交

付されるものです。

＃６ ゴルフ場利用税交付金

県がゴルフ場の利用行為に対して課する普通税で、ゴルフ場所在の

市町村に対し、県が収納した当該ゴルフ場に係るゴルフ場利用税額の

１０分の７に相当する額が市町村に交付されるものです。

＃７ 自動車取得税交付金

県が自動車の取得に対し、その取得者に課する税です。主として市

町村の道路に関する費用の財源に充てることを目的とする目的税で

あり、県の自動車取得税収入額のうち、本来、市町村分と考えられる

額（税収額の７０％相当額）から、県における徴税経費を差し引いた

額が交付されるものです。

＃８ 地方特例交付金
景気対策の一環として行われた恒久減税で生じる地方税減収の一

部を補填するため交付されるものです。

＃９ 地方交付税

国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税及び国のたばこ税のそれ

ぞれ一定割合の額で、地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行

できるよう、一定の基準により国が交付する税をいいます。

＃１０ 交通安全対策特別交付金
交通事故の激増に対処し交通安全対策事業の推進に充てるため、道

路交通法により納付される反則金の一部が交付されるものです。

＃１１ 分担金・負担金

市町村が行う特定の事業の財源として、その事業により利益を受け

る個人や団体からその受益の限度において徴収する費用です。おもな

ものは、土地改良事業分担金、受益者負担金、原因者負担金、損害負

担金などです。
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用 語 の 解 説 （財 政 計 画）

＃１２ 使用料・手数料

使用料は、行政財産や公の施設の使用・利用の対価としてその使用

者・利用者に支払っていただく料金で、おもなものは、保育所の保育

料、葬儀使用料、住宅使用料（市営住宅の家賃）などです。

手数料は、地方公共団体の事務で、特定の者に提供する役務に対し

その費用の対価として支払っていただく料金で、おもなものは、戸籍

や住民票の発行手数料、税の督促手数料などです。

＃１３ 国庫支出金

地方公共団体が行う特定の事務事業に対して国から交付される給

付金のことで、総称して国庫支出金と呼ばれています。この国庫支出

金には、国が地方公共団体と共同で行う事務に対して一定の負担区分

に基づいて義務的に負担する国庫負担金、国が地方公共団体に対する

援助として交付する国庫補助金、国からの委託事務で経費の全額を負

担する国庫委託金の３区分があります。

＃１４ 県支出金
国庫支出金とおおむね同じであり、県が特定の事務事業に要する経

費の財源として市町村に交付するものをいいます。

＃１５ 財産収入

公有財産のうちの行政財産を除いた財産の貸付け、私権設定、出資、

交換又は売却などによって生じた収入をいいます。例えば、市町村有

地の貸付料、株券・その他有価証券の配当、債権に伴う利息、基金運

用利息等の収入や不要になった道路、廃川、廃堤、竹林、不用建物の

売却代金などです。

＃１６ 繰入金

地方公共団体の各会計間における現金の移動を表す用語で、他の会

計から繰り入れる収入のことです。ここでは、基金や特別会計など一

般会計以外から一般会計に繰り入れた収入です。

＃１７ 諸収入

収入の性格によっては、いずれの収入科目にも組み入れることので

きない場合、この収入を諸収入に受け入れます。延滞金・加算金及び

過料、市町村預金利子、公営企業貸付金元利収入、貸付金元利収入、

受託事業収入、収益事業収入、雑入などがあります。

＃１８ 地方債

道路整備や学校建築など、一時的に多額の費用がかかる事業を実施

するために、市が長期にわたり借り入れする資金のことです。道路や

公共の建物などは、将来にわたっても住民の利用に供されることか

ら、将来の住民にも費用を負担していただくという意味で、世代間の

公平性という観点からも地方債を財源とすることができるとされて

います。

＃１９ 人件費
職員等に対し勤労の対価、報酬として支払われる一切の経費です。

例：議員報酬、各種委員報酬、職員給等

＃２０ 物件費

人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共団体が支出

する消費的性質の経費の総称です。

例：賃金、旅費、交際費、需用費等

＃２１ 維持補修費
地方公共団体が管理する公共用施設等の効用を保全するための経

費です。

＃２２ 扶助費
生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等に基づき被扶助者に対して

支給する費用です。

＃２３ 補助費等 様々な団体への補助金、負担金、報償費、寄附金などです。



57

用 語 の 解 説 （財 政 計 画）

＃２４ 公債費
地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利

子の合計額です。

＃２５ 債務負担行為
地方公共団体が将来にわたり債務を負担する行為をいい、例えば、

長期にわたる工事の契約を行う時等に活用されます。

＃２６ 積立金
特定の目的のために財産を維持し又は資金を積み立てるために設

けられた基金等に対する経費です。

＃２７ 投資及び出資金

財産を有効に運用するための手段として、国債・地方債を取得する

場合、公益上の必要等の見地から会社の株式を取得し又は新たに共同

して株主となる場合等の利殖を図る目的等で投資をするに要する経

費です。

＃２８ 貸付金
地方公共団体が直接あるいは間接に、地域住民の福祉増進を図るた

め現金の貸付を行う場合に計上される経費です。

＃２９ 繰出金

一般会計と特別会計又は特別会計相互間において支出される経費

です。例としては、一般会計から公営企業会計・国民健康保険事業会

計等に対し、建設費、事務費等の補助のため支出されるものがありま

す。

＃３０ 投資的経費
道路、学校、住宅等の建設等行政水準の向上に直接寄与する普通建

設事業費や災害復旧事業費などです。

＃３１ 繰越金 決算の結果、次の会計年度に繰り越される余剰金です。

＃３２ 予備費
予定外の支出及び予算を超過した支出へ対応するために備えて計

上する経費です。
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